
附属明細書
１．固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（「第87特定の償却資産の減価に係る会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）及び減損損失の明細

（単位：円）

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減 価 償 却 累 計 額 減 損 損 失 累 計 額

差引当期末残高 摘 要
当期償却額 当期損益内 当期損益外

建 物 1¶496¶203¶419 140¶699¶880 0 1¶636¶903¶299 461¶878¶523 102¶340¶736 0 0 0 1¶175¶024¶776

構 築 物 69¶663¶674 48¶186¶810 0 117¶850¶484 18¶156¶220 5¶757¶726 0 0 0 99¶694¶264

有 形 固 定 資 産
（償却費損益内）

機 械 装 置 319¶725 0 0 319¶725 287¶752 0 0 0 0 31¶973

車両運搬具 40¶157¶201 2¶394¶000 1¶167¶040 41¶384¶161 30¶719¶670 3¶142¶540 0 0 0 10¶664¶491

工具器具備品 2¶293¶764¶690 386¶643¶218 96¶492¶164 2¶583¶915¶744 1¶511¶299¶617 273¶435¶363 0 0 0 1¶072¶616¶127

計 3¶900¶108¶709 577¶923¶908 97¶659¶204 4¶380¶373¶413 2¶022¶341¶782 384¶676¶365 0 0 0 2¶358¶031¶631

建 物 54¶899¶655¶880 235¶477¶932 86¶000 55¶135¶047¶812 14¶167¶235¶523 1¶960¶663¶277 0 0 0 40¶967¶812¶289

構 築 物 3¶327¶947¶701 37¶638¶849 0 3¶365¶586¶550 1¶393¶816¶410 122¶969¶422 0 0 0 1¶971¶770¶140

有 形 固 定 資 産
（償却費損益外）

機 械 装 置 175¶265¶571 0 1¶354¶369 173¶911¶202 151¶655¶846 9¶198¶304 0 0 0 22¶255¶356

車両運搬具 7¶012¶752 0 0 7¶012¶752 5¶800¶772 1¶181¶178 0 0 0 1¶211¶980

工具器具備品 1¶591¶829¶525 16¶275¶000 0 1¶608¶104¶525 1¶011¶897¶968 201¶123¶718 0 0 0 596¶206¶557

計 60¶001¶711¶429 289¶391¶781 1¶440¶369 60¶289¶662¶841 16¶730¶406¶519 2¶295¶135¶899 0 0 0 43¶559¶256¶322

工具器具備品 91¶894¶183 2¶362¶183 0 94¶256¶366 0 0 0 0 0 94¶256¶366 その他有形固定
資産含む

収 蔵 品 97¶361¶532¶121 2¶159¶076¶425 0 99¶520¶608¶546 0 0 0 0 0 99¶520¶608¶546 購入・寄贈によ
る増

非 償 却 資 産 土 地 44¶410¶675¶104 0 0 44¶410¶675¶104 0 0 0 0 0 44¶410¶675¶104

建設仮勘定 1¶663¶388¶000 2¶019¶718¶095 590¶288¶919 3¶092¶817¶176 0 0 0 0 0 3¶092¶817¶176 京博平常展示館
建替工事等によ
る増

計 143¶527¶489¶408 4¶181¶156¶703 590¶288¶919 147¶118¶357¶192 0 0 0 0 0 147¶118¶357¶192
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（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券等に関する事項

\現金及び預金、]未払金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額

によっております。

（追加情報）

当事業年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 平成20年３月10日）及び「金

融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号 平成20年３月10日）を適

用しております。

Ö．賃貸等不動産関係

当法人は、東京都その他の地域において、賃貸等不動産を保有しておりますが、賃貸等不動産の

総額に重要性が乏しいため、注記を省略しております。

（追加情報）

当事業年度より、「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第20号 平成20

年11月28日）及び「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第23号 平成20年11月28日）を適用しております。
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